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第3章 通信高度化を推進する技術開発

電気通信技 術は,通 信サ ー ビスを支 える基盤であ り,そ の高度化のた

めには,基 礎 か ら応用に至 る広範な分野 での開発が必要 である。

第1節 周波数資源の開発及び利用技術

場所の制約を受けない情報伝達手段である電波は,今 日では,国 民生

活,社 会経済活動等のあらゆる分野に必要不可欠な通信手段 として利用

されている。電気通信分野における競争原理の導入に伴って,電 波の需

要はこれまで以上に急増が予想されていることから,積 極的に周波数資

源の開発を行 うことが必要である。

1周 波数資源の開発

周波 数資源開発については,通 信 の広帯域 性を 目指 して常に高い周波

数の開発 に力が注がれて きた。今 日では,マ イ クロ波技術 の 進 歩 に よ

り,お よそ50GHzま での周波数帯 が開発 され,実 用 の域 に 達 し て い

る。

また,既 利用周波数帯の電波 を有効 に利用 し,周 波数 資源の増大を図

る技 術 として,同 じ情報量を よ り少ない帯域 で伝送す る周波数帯域圧 縮

技術及び同一周波数帯を複数 の者 で共用す る周波数共用技術があ り,種

々の システ ムで開発 されている。例 えば,現 在実験 中の高精細度テ レ ビ
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ジ ョン放送 におけ るMUSE方 式は,画 像信号 のサ ンプ リング数 を効率

よく減 らして帯域圧縮を実現す る方法 であ り,ま た,コ ー ドレス電話等

で採用 されてい るマル チ ・チ ャンネル ・ア クセス方式 は,同 一 の周波数

を空 間的に繰 り返 して使用す るこ とに よ り,周 波数 の有効利用 を図る も

のである。

しか しなが ら,電 波利用 の増大に よって,使 用周波数 は拡大 の一途 を

た ど り,更 に新 しい周波数帯の開発 が急務 となっている。

特 に,通 信 内容が音声に とどまらず,デ ータ,画 像,文 書等へ と多様

化 している陸上移動通信においては,周 波数 の需給 がひっ迫 してお り,

新 しい周波数帯 の開発が必要 とな っている。

また,将 来 の通信に対す る需 要の増大 と利用 のパー ソナル化等 を考慮

す る と,ミ リ波 帯(30〃300GHz)以 上 の未利用 の周波数 帯の開発が必

要 である。

(1)準 マイクロ波帯におけ る陸上移動通信 システム

我 が国の陸上移動通信用 の周 波 数 帯 については,こ れ まで60MHz

帯,150MHz帯,400MHz帯,800MHz帯 と順次 高い周波 数帯が開発

され る とともに,占 有周波数 帯域幅の狭 帯域 化が実 施 され て きた。 しか

しなが ら,将 来 の需要を考え ると,現 在の利用 可能 周波 数帯 と狭 帯域化

技術 では対応 が困難 にな ることが予想 され る。そ こで,郵 政省では,新

しい周波数帯 として,従 来,陸 上移動用 に使用 されていた周波数帯 の上

の準 マイ クロ波帯(1～3GHz)の 開発を59年 度か ら進めてお り,こ れ

に関す る システムの概念,特 徴等の分析,技 術的問題点 の把握等を行 っ

た。

準 マイ クロ波帯 の適用が有効 と考え られ るシステムには,治 安 ・防災

システ ム,交 通管制 ・案内 システ ム,福 祉医療 システ ム等があ る。

陸上移動用 として準 マイ クロ波帯 を開発す るに当た っての技術的検討
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事項 としては,電 波伝搬 に関す ること,シ ステム構成 に関す ること,移

動局 に関す ることな どがある。

電波伝搬特性については,準 マイ クロ波帯 が従来 の陸上移動通信用周

波数帯 よ り高 くな るため,① 直進性が強 く,場 所的 な変動 を 強 く受 け

る,② 伝搬 の損失が大 き くなる,③ 移動に伴 うフェージ ングの影響が大

き くなるな どの問題があ り,こ れ らを解決す るために,電 波 の減衰対策

及び フェージ ング対策が不 可欠 である。

システ ム構成 については,小 ゾー ン構成に よるマルチ ・チ ャンネル ・

ア クセス方式技術 の高度化,無 線 回線 の品質に応 じて通話 チ ャンネルの

切替等を行 う無線回線制御 技術等 が課題 であ る。

移動局については,移 動体への設置型 のみな らず,個 人が容易 に携帯

し得 る小型装置の開発が必要であ り,こ れを実現す るために,高 周波素

子等 の小型化,電 池 の小型 ・高容量化,小 型実装技 術等が重要 となる。

(2)ミ リ波帯 の電波利用の研究

ミリ波帯以上 の周波数帯は,広 帯域 の使用及び高密度の回線設定 が可

能 であ ることか ら,ビ ル間 の超高速 データ伝送,画 像伝送,高 精細度 テ

レビジ ョン放 送,衛 星間通信等の利用 が考え られている。

郵政省では,将 来 に向け ての ニーズの伸 びや多様 化に対処す る ととも

に,先 導的技 術の発掘 とい う観点 か ら,未 開拓の周波数帯 である ミリ波

帯 の通信 システ ムの研究開発を行 うこととしてい る。

ミリ波帯には,大 気成分 に よる吸収 が顕著 とな る 「大気吸収帯」 と大

気成分 に よる吸収が比較的少ない 「窓周波数帯」があ る。 システムを検

討す るに 当た っては,こ うした周波数帯 の特徴 を生か し,そ れ ぞれ に合

った利用方法を考えてい く必要があ ることか ら,シ ステ ムを二つ に大別

し,そ れ ぞれ に対す る適用 領域 の検討及び機器,方 式等の開発を進 めて

い くこととしてい る。
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第3-1-1表 想定 され るミリ波通信システムの用途例

区 別 特 徴 適用 シス テム例 用 途 例

窓周波数帯
ミ リ波通信
システム

大気吸収帯
ミリ波通信
シスァ ム

広帯域,超 高速伝
送に適 してい る。

相互干渉が排除で

きる。

・業務用,一 般 用

・FPU及 び画像 サー

ビス

・プラズマ貫通 防災通

信

・ミリ波 と光相補通信

・都市 内行政広報無線

・管制無線

・中継伝送

・防諜通信 システム

・屋 内,構 内通信 シス

テム

超高速 デ ィジタル通信,OA-LAN
間通信

ITV,FPU,CATV伝 送用

防災通信

高信頼度通信,行 政無線

限定地域へ の行政 ・広報

交通管制,港 湾 ・空港 の管制

野外スポ ーツ中継,屋 外ITV伝 送

行政用,民 生用

OA用 通信

(注)1.FPUと は,野 外 中継 の こ とで あ る。

2.ITVと は,産 業 用 テ レビ ジ ョンの こ とで あ る。

想定 される用途例は,第3-1-1表 のとお りである。

ミリ波帯では,大 気成分による吸収をは じめ,各 種気象条件下での影

響等が問題になるが,こ れ らに関する実用的なデータは十分には得 られ

ておらず,大 気成分による吸収特性の詳細な把握,気 象条件 とミリ波伝

搬損失との詳細な対応付け等,大 気伝搬特性の解明が必要である。

また,大 気吸収帯 と窓周波数帯 とを明確に分離 し,そ れぞれに対する

適用 システムへの周波数資源配分の最適化を図るとともに,機 器の製造

業者に対しては機器仕様の明確化,利 用者に対 しては適用領域を明らか

にするためのモデルシステムの構築が必要になると考えられる。

一・方,発 信機や受信機等の機器構成技術の開発も重要である。特に発

信機に必要な固体発振素子についても,100GHzを 超える領域は現在実

用化に至っておらず,今 後,ガ ン,イ ンパ ットに加えてタンネット等の

新 しい素子の開発が必要である。また,方 式的には,受 信 レペルに ょっ
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て伝送速度 を可変 とす るな ど,ミ リ波 の弱点を カパーす る研究 も進めて

い く必要があ る。

2電 波利用技術の開発

電波 は,船 舶や航空機 の安全確保,リ モー トセ ンシ ング,レ ーダー,

医療機器や電子 レンジ等における高周波エ ネルギーの利用等,非 通信系

分野においても広範囲にわた り利用 されている。

最近,特 に注 目されている もの として,超 長基線 電波干渉計(VLBI)

に よる高精度測位技 術への応用があ る。

VLBIと は,10億 光年か ら数十億光年離れた宇宙 のかなた の星か ら届

く微 弱な電波 を,地 球上 の2地 点 で独立 に,同 時 に とらえ,2地 点間で

の受信時刻 のずれを百億分 の1秒 単位で測定 し,そ れ を基 に2地 点間の

距離を計算す るものである(第3-1-2図 参照)。

VLBI技 術 の利用 と しては,地 殻 プ レー ト運動 の検 出に よる大地震の

長期的予知,国 際精密時計比較,地 球回転運動 の精密測定等が考え られ

ている。

郵政 省電波研究所は,59年 度にNASAと 共 同 して,国 際的なVLBI

観測を開始 し,59年7月 か ら9月 まで実施 された第1回 日米VLBI本 実

験 においては,鹿 島局 と他6観 測局 とを結ぶ6本 の基線長を3cm以 下

の誤差 で決定 し,日 本列島の位置 を高精度に確認す るな ど,多 大な成果

が得 られた。
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第3-1-2図 超長基線電波干渉計(VLBI)の 原理
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第2節 通信関連技術の進展

電気通信の発展を支 える通信関連技術 には,光 通信,衛 星通信等の伝

送技術,電 子交換機,デ ィジタル交換機等 の交換技術,半 導体材料をは

じめ とす る材料技術,超LSI,半 導体 レーザのよ うな素子技術等多種多

様な技術 がある。

これ らは,い ずれ も先端技 術に属す る ものであ り,技 術革新の速度 が

速 く,要 求 され る技術 の水準 には極めて高 いものがある反面,い ったん

実用化 され る と,極 めて広 い応用 と波及効果 が期待 され る ものであ る。

現在開発 中又は開発を進 める ことが望 まれ ている通信関連技術 の例を

分野別に まとめる と,第3-2-1表 の よ うになる。

1伝 送 一交換技術

伝送 ・交換技術は,通 信 の高度化を図 るかなめ とな り,通 信網の中枢

的役割を果たす ものである。

伝送技術 につ いては,こ れ まで低 コス ト,高 品質 で信頼性の高 い伝送

路網を構成す ることを主な 目的 として,技 術開発が進 め られて きた。

有線系 では同軸 ケー ブルか ら光 ファイバケーブルへ,無 線系では地上

マイ クロウェーブ回線か ら衛星回線へ と,新 しい伝送媒体 がそれぞれ開

拓 され,ま た,こ れ らの特徴 を生か した伝送方式 の研究に よ り,通 信容

量の拡大,通 信 品質の向上が図 られ てい る。

交換技術については,ネ ッ トワー ク機能 の高度化 ・多様化に向けて,

技術開発が行われている。

現 在では,ア ナ ログ交換機 に代わ り,デ ィジタル交換機 が全 国に徐 々

に導 入 され,デ ィジタル伝送 路 との組合 せに よ り,通 信品質の向上及び
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第3-2-1表 開発を推進すべき通信関連技術

分

伝送 ・交換技術

野隊 目1 内 容 (例)

通信処理技術

端 末 技 術

材 料 技 術

素 子 技 術

光 通 信

衛 星 通 信

電 子 交 換 機

周波数資源の開発

新 放 送 技 術

自動 翻訳 電 話

マ ンマ シ ン イ ン タ

フ ェー ス技 術

超 伝 導 材 料

磁 気光 学 材 料

半 導 体 材 料

超LSI

光半導体デバイス

新 機 能 素 子

苓磐薄 工多ll誌験鰭畿》㌍季責騨
ブル伝送方式

大容量衛星通信方式,サ テライ トス イ ッチ,航 空

海上衛星,マ ルチ ビームアソテナ,高 効率太陽電池
,簡 易型地球局,中 継器の有効利用技術

音声蓄積交換方式,広 帯域交換機

準 マイ クロ波帯陸上移動通信 システ ムの開発

衛星放送,高 精細度テ レビジョン

プ ロ トコル変換,自 然言語処理,

知能通信処理(認 識,翻 訳通信等)

視聴覚心理,デ ィス プレイ装 置

ジ 寄セ フ ソ ン素子

大容量記憶装置

化合物半導体,非 晶質 シ リコン

回路技術 論理設計,回 路設計,パ ターン設計

加工技術 デバイス構造,電 子 ピーム描画,
X線 露光

光IC,光 直接増幅,単 一 モー ド半導体 レーザ

バ イオ チ ップ

網全体 の経済化が 図 られ てい る。 また,映 像等の広帯域な信号を交換す

るための広帯域交換機や,音 声を蓄積 し,ボ イスメール等 を可能にす る

音声蓄積交換機等 の技術開発 も進 め られてい る。

(低損失,広 帯域な光 フ ァイバ ケー ブル)

光 ファイ・ミケ・一プルに よる光通信の実現 性が高 まったのは1970年 であ

り,そ れ以降,伝 送損失を少な くす る努力が各国で続け られ てい る。我

が国 では,昭 和51年 に,電 電公社に お い て波長1・2μmで 損失が0.47
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第3-2-2表 光7ア イバケープル方式 と同軸ケープル方式 の比較例

項 目 光 フ ァイバ ケ ー ブル 同 軸 ケ ー ブ ル

伝 送 方 式1 F-400M方 式 DC-400M方 式

伝 送 容 量 約7万 回 線(
5,760回 線 ×12シ ス テ ム)

約5万 回線(
5,760回 線 ×9シ ス テ ム)

心 線 径1 0.125mmφ 9.5mmφ

中 継 間 隔 約40km 約1.5kπ1

dB/kmの 光 ファイバが開発 され,現 在では,波 長1.55μmで0.2dB/

kmと い う低損失 な光 フ ァイバ ケー ブルが試作 され てい る。

光 ファイバ ケープルの特徴を メタ リックケーブル と比較す ると,① 同

軸 ケ・一ブル と同等あ るいはそれ以上の容量 の伝送が可能 である,② 直径

が細いので多心 ケーブルを細径 で実現で きる,③ 低損失であるた め中継

距離が長 くできる,④ 漏話がほ とん どない,⑤ 軽量 で可 とう性に優れ て

いる,⑥ 送電線等か らの外部電磁誘導を受けない,⑦ 化学的変化に よる

腐食に強い,⑧ 資源 問題が少ない,な どが挙げ られ る。

電電公社 におけ る 「日本縦貫光 ファイバケーブル」(旭 川 ～鹿児島)

の運用 が60年2月 に開始 され,全 国 デ ィジタル網構築 の基盤形成 ができ

た(第3-2-2表 参照)。

光 ファイバ ケー ブルには,前 述 の ような特徴 が あ る 反面,製 造,切

断,接 続に高度な技術 が要求 されてお り,こ れ らを容 易にす る研究開発

が進 め られてい る。59年 度においては,従 来 の約10倍 の高速製造技術及

びパー ソナル ・コ ンピュータの指令に よる自動接続技術が開発 され,製

造,接 続 の作業に大幅な経済化 が図 られた。

光 ファイバ ケー ブル伝送方式につ いては,更 に大容量かつ長 中継間隔

の伝送 を可能 とす る研究 開発が進め られ ている。1.6Gb/sの 信号を伝送

す る方式が試作 され てお り,ま た,]NSモ デル実験では,複 数 の信号を
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それぞれ別の波長の光にのせて,1本 の光ファイノミ中を伝送させる波長

分割多重伝送方式の技術確認が行われてお り,こ れが実用化され ると,

64kb系 と広帯域系の両サービスを1本 の光ファイバで提供す ることが

可能になるな ど,一 層の経済化が期待されている。

(衛星通信技術の進展)

通信需要の増大,多 様化及び通信衛星の大型化を背景 として,衛 星通

信の高度化のために必要なマルチ ビーム衛星通信技術の開発が進められ

ている。

マルチピーム衛星通信技術は,大 型の衛星搭載アンテナを用いて地上

での受信電力を大き くする技術であ り,伝 送容量の増大,地 球局アンテ

ナの小型化等が可能 となることから,経 済性の向上が期待できるととも

に,限 られた資源である軌道及び周波数を有効に利用す るこ とが で き

る。地球局の小型化 ・経済化は,特 に移動体通信においては必須の条件
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であ り,船 舶 通信 を中心に小型 アンテナ等 の開発が進め られ ている。

さらに将来 は,従 来型の通信衛星に比 して量的 ・質的に飛躍的 に拡大

され た通信を可能 とす る静止 プラ ッ トフォームの開発が必要 と考 えられ

てい る。 この静止 プラ ッ トフ ォー ムの実現 には大型ア ンテナ技術,姿 勢

制御技術,軌 道上に おけ る組立て技術等種 々の先端 的な技術 が必要 とさ

れてい る。我 が国に おいて も,今 後,宇 宙基地を利用す るな どして これ

らの研 究開発 を行 う必要があ る。

2通 信処理技術

通信処理技 術は,コ ンピュータ等 を駆使 して高度な通信 を実現す るた

めの技術 であ り,高 度情報社会へ 向け て今後一層重要 に な る 技術であ

る。

(自動翻訳 電話 システ ムの開発)

我が国の国際関係への依 存度が 日々増加 してい る中で,我 が国 の宿命

ともい うべき言語の孤立性を克服 し,よ り円滑な国際通信 を実現す るた

めに,自 動翻訳電話 システ ム構築へ の要望が高 ま りつつあ る。

自動翻訳電話 システ ムの構築 のためには,音 声認識,機 械翻訳,音 声

合成の三つ の要素技術が中心 とな り,こ れ らの技術研究 ・開発が必要で

あ るが,さ らに これ らを支 える基礎的技術 として,コ ミーニケーシ ョン

サ イエ ンス,知 識処理 ・言語 処理技術等 の研究が必 要 とな る。

音声 認識 につ いては,現 在,話 者 があ らか じめ 自分の声 を登録 してお

いて使用す る特定話者認識 で,最 大約500の 離散単語(離 散的な発声に

よる単語)に ついて,98～99%の 認識率が得 られ てお り,ま た,不 特定

話者認識では,約30の 離散単語 で95～98%の 認識率 が得 られ てい る。 し

か し,自 動翻訳 電話 システ ムを実現可能な もの とす るためには,連 続発

声かつ不特定 話者 の音声認識が必要 とな るため,こ の認識率向上の技術
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は これか らの課題 であ る。

一方 ,音 声合成につい ては,自 動翻 訳電話 システムでは任意文 の音声

合成 が必要 となるた め,音 声の基本 的な単位 であ る音素 自体 に関す る研

究 を進 め るとともに,め い りょう性や,自 然性の向上 を図るため,ア ク

セ ン トやイ ン トネー ションの位置を決定す る技術,登 録音声 の韻 律を 自

由に調整す るための技術 の開発が必要であ る。

機 械翻訳 技術 に関 しては,翻 訳対象が会話であ るため,省 略文 あ るい

は用い られ る環境 に よって異 なる意味 とな る文等が多用 され る こ と か

ら,文 脈の意味を解 しての翻訳 が必要 とな り,意 味変換及び文脈理解の

研究が要請 され る。

また,翻 訳 システ ムを実現す る上 では,大 規模な辞書 データベース及

び言葉 の表す概 念等を記述 した データベースを構築す る必要があ り,運

用面 も含め,デ ータベース関連技術 の開発 も重要 である。

郵政省 では,60年6月 に 自動 翻訳 電話システムの開発全体 の計画 であ

るマスタープラ ンを取 りまとめた。

3端 末 技 術

端未技術は,機 器の性能及び利用者にとっての使いやす さを直接左右

す る技術である。

現在では,電 話機の多機能化をはじめ,デ ータ通信端末,画 像通信端

末等の機能の高度化,操 作性の向上等を図るための技術開発が進め られ

ている。

端末は,利 用者 とネットワークとの接点に位置するものであ り,そ の

ため,特 に,視 聴覚情報処理機構,運 動生理,認 知工学,自 然言語理解

等の人間=機 械系に関す る基礎的な解明や高精度ディスプレイ の 開 発

等,マ ンマシンインタフェース技術の研究を今後一層推進 していく必要
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があ る。

4材 料 ・素子技術

材料技術 は,最 も基礎的な技術 分野 に属 し,各 素子やデバイスの性能

の決め手 となる技術 であ る。

最近では,半 導体材料の主流 とな っているシ リコンに比べ,更 に高速

動作を可能 とす るガ リウムひ素の研 究が盛 んに行われ ている。 また,シ

リコンや ガ リウムひ素 の ような半導体材料 に代わる次世代 の材料素子 と

して,超 伝導現象 を利用 した ジ ョセ フソン素子の実用化が期待 されてい

る。

素子技術 は,各 種 のシステ ムや機器 の機能実現 に欠かせ ない重要な技

術であ り,材 料技術 とともに,通 信関連技術の基盤 となるものである。

素子技術 の代表的な ものはLSI技 術 で あ り,各 種通信機器 の小型 ・

軽量化,高 機能化,経 済化,高 信頼化 に大 き く貢献 し て い る。LSIに

ついては,そ の高集積化へ向けた開発が進め られ てお り,現 在では,1

MbDRAM(ダ イナ ミック ・ラ ンダム ・ア クセス ・メモ リ)が 実用化 さ

れている とともに,4MbDRAMの 実用化研 究が進 め られている。

また,光 通信 に必要な発光素子,受 光素子等の光通信の基盤 となる素

子技 術の研究 も積極的に進 め られ てい る。

さらに,バ イオチ ップ等 の生体機能を応用 した新 しい素子の研究 も始

め られ てお り,将 来 への期待が大 きい。

(開発 の進む ガ リウムひ素)

ガ リウムひ素は,電 子移動度が速 く,ま た発光効率 も高い ことから,

高速な半導体 素子 が実現 できると同時 に,能 率 の良い発光 材 料 に も な

る。

ガ リウムひ素の用途 としては,高 速ICが 考え られ,今 後 ます ます信
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号処 理が高 度になるデ ィジタル画像処理や高精細度テ レビジ ョン放送等

に有効である。

また,高 速性がゆえに,高 い周波数 で動作す るとい う特徴 を 生 か し

て,衛 星通信,衛 星放送 での利用 が考 え られ てお り,現 に,衛 星受信機

のBSコ ンバ ータや,衛 星に搭載す る中継器 の受信部分,進 行波管 の励

振段等 に用い られてい る。

さ らに,発 光性を利用 して,光 ファイバヶ一 ブル伝送 の光源 として使

用 され ている レーザや発光 ダイオ ー ドへの適用 が期待 され ている。

59年 度 にお いては,1チ ップ上に従 来の4倍 の10万 素子 を搭載 し,ア

クセス時 間4.1ns,消 費 電力1.5Wの16kbガ リウムひ素 メモ リの試作

が電電公社 に よ り行われた ところであ る。

(ジ ョセ フソン素子 の開発)

ジ ョセフソン素子 は,超 高速動作及び低消費電力を特徴 とした超伝導

材料であ る。

ジ ョセ ブソン素子の用途 としては,そ の優れた高速性 を生 か した 超高

速 コンピュータ用素子が最 も期待 され てお り,こ のほか,ミ リ波 ・サ ブ

ミリ波発振器,パ ラメ トリック素子,光 検出器 等への利用が検討 されて

い る。

ジ ョセ フソン素子 の研究 開発は,国 際的には1968年 か ら始 め られ てお

り,我 が国では,昭 和57年 にスイ ッチ ング速度10.8psを 達成 した のを

皮切 りに,次 々と高速化 が実現 され て お り,現 在5.6psま で進 んでい

る。

ジ ョセ フソソ素子 の実用 化を図る上 では,極 低温 に冷却 してお く実装

化技術,経 年変化や性能のバ ラツキの小 さい信頼度の高い素子の製作技

術,ま た素子性能を十分に生かすための周辺技術等の開発が 必 要 で あ

り,現 在そ の研究が進め られ てい る。
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(光通信を支え る半導体 レーザ)

半導体 レーザは,発 光素子 として使用 さ れ て お り,コ ヒー レン ト光

(位相及 び 波長 のそろった光)に 近い光 を発生す るため,イ ンコヒー レ

ン ト光(位 相や波長がそろ っていない光)を 発 生す る発光 ダイオー ドに

比べ,光 発振 スペ ク トル幅 が小 さく,光 ファイバに よる高速伝送に適 し

ている。

しか し,現 在 の半導体 レーザは,そ の発生す る光が純 コヒーレソ ト光

ではな く,近 接す るい くつかの異 なる波長 を も同時に発振 して しま うた

め,高 速 になるに従い,信 号の形 が乱れ るとい う問 題 が あ る。 そのた

め,単 一波長 のみを発振す る半導体 レーザの開発が求め られてお り,我

が国で も積極的に この研究 開発が進め られている。

56年 度 に,従 来高速のデ ィジタル伝送用に使用 され てい る1.3μm帯

の光に比べ,伝 送損失が約半分 となる1.55μmの 単一波長 で発 振 す る

新 しい半導体 レーザの開発が電電公社に よって行われ,59年 度には,更

に これ を改良 して単一波長性 を向上 させた半導体 レーザがKDDに ょっ

て開発 された。 この波長 の光 を使 うことに よ り,中 継器の間隔を従来 の

2倍 に伸 ぽす ことがで き,通 信 システムの信頼 性 と経済性の向上 が期待

され る。


